
希望退職者募集や雇用調整助成金の受給をしていないとしても解雇回避努力を尽くしたと評価でき、整理解雇は有効
（カーニバル・ジャパン事件　東京地裁　令5.5.29判決）

労働判例

相談室Q&A

人 事・労 務 の 課 題 解 決 メ デ ィア

https://www.rosei.jp/readers/

4071
2024年（令和6年）2月9日発行

●内定者研修として、内定者に通常業務の一部を担わせることは問題か
●入社以来長年同じ業務に従事してきたことのみをもって、黙示の職種限定合意が成立したといえるか
●テレワークを前提に採用した社員について、出社を要する部署に配置換えし、出社勤務を求めることはできるか
●年休の時季指定が競合して一部の者に時季変更権を行使する場合、対象者をどう選べばよいか
●イヤホンで音楽等を聴きながら仕事をする社員を懲戒処分できるか
●顧客対応時、健康状態に異常がない従業員にもマスク着用を義務づけ、応じない場合に懲戒処分を科すことは可能か
●パワハラに及んだ管理職が精神疾患に罹患していたことが判明した場合、同行為に対する懲戒処分を一度撤回すべきか
●労基法における労使協定の種類と注意点
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心理的負荷による精神障害の
労災認定基準見直しを踏まえた
実務上の留意点
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